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第一部 【企業情報】 

 
第１ 【企業の概況】 
1【主要な経営指標等の推移】 

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期 

決算年月 平成11年3月 平成12年3月 平成13年3月 平成14年3月 平成15年3月 

(1) 連結経営指標等       
売上高 （百万円） 277,281 289,142 297,516 341,356 382,079 
経常利益 （百万円） 31,508 35,682 35,727 48,644 61,503 
当期純利益 （百万円） 8,862 22,906 20,528 26,150 28,635 
純資産額 （百万円） 241,923 262,968 278,581 317,870 335,336 
総資産額 （百万円） 443,795 435,551 462,324 474,546 511,515 
１株当たり純資産額 （円） 751.13 815.42 863.12 962.94 1,016.83 
１株当たり当期純利益 （円） 27.60 71.09 63.62 80.07 86.62 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 （円） 27.07 68.85 61.76 78.14 85.37 

自己資本比率 （％） 54.5 60.4 60.3 67.0 65.6 
自己資本利益率 （％） 3.7 9.1 7.6 8.8 8.8 
株価収益率 （倍） 67.6 50.6 41.8 35.1 27.5 
営業活動による 
キャッシュ・フロー （百万円） ― 55,926 33,007 35,214 56,932 

投資活動による 
キャッシュ・フロー （百万円） ― △25,139 △23,731 △3,338 △28,603 

財務活動による 
キャッシュ・フロー （百万円） ― △37,683 △12,970 △14,369 △8,919 

現金及び現金同等物の
期末残高 

（百万円） 41,782 34,998 32,023 51,308 69,140 

従業員数 （名） ― 8,006 8,288 8,124 8,330 
(2) 提出会社の経営指標等      
売上高 （百万円） 201,652 202,061 207,846 223,469 257,415 
経常利益 （百万円） 25,027 20,549 18,025 26,699 41,249 
当期純利益 （百万円） 17,478 10,495 10,960 15,820 13,635 
資本金 （百万円） 31,486 31,819 32,045 38,587 38,588 
発行済株式総数 （千株） 322,090 322,498 322,762 330,183 330,183 
純資産額 （百万円） 264,573 272,041 287,530 307,097 314,554 
総資産額 （百万円） 399,171 388,786 424,317 419,035 447,461 
１株当たり純資産額 （円） 821.43 843.54 890.84 930.31 953.81 
１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額) （円） 10.00 

(3.75) 
12.00 
(5.00) 

12.00 
(6.00) 

16.00 
(6.00) 

18.00 
(8.00) 

１株当たり当期純利益 （円） 54.42 32.57 33.97 48.44 41.16 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 （円） 52.60 31.98 33.34 47.44 40.75 

自己資本比率 （％） 66.3 70.0 67.8 73.3 70.3 
自己資本利益率 （％） 7.5 3.9 3.9 5.3 4.4 
株価収益率 （倍） 34.3 110.5 78.3 58.0 57.9 
配当性向 （％） 18.4 36.9 35.3 33.0 43.7 
従業員数 （名） 5,141 4,802 4,869 4,834 4,640 

 (注) １.売上高には消費税等は含まれておりません。 
２.提出会社の第95期の１株当たり配当額には、特別配当２円50銭が含まれております。 
３.提出会社の第96期の１株当たり配当額には、特別配当２円が含まれております。 
４.従業員数は、平成12年３月期より就業人員数を表示しております。 
５.提出会社の経営指標等については、平成14年3月期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、1株当たり純資
産額、1株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の各数値は発行済株式数から自己株式数を
控除して計算しております。 

６.平成15年3月期から、1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定に
あたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。  
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2 【沿革】 
 

  明治 27年  1月  藤澤友吉が大阪市に藤澤商店を創業。 
  昭和  5年  5月  現大阪工場を建設し、新薬メーカーとして本格的生産体制を確立。 
  昭和  5年 12月  株式会社組織に改組、商号を株式会社藤沢友吉商店とする。（資本金 315万円) 
  昭和 18年  8月  現商号の藤沢薬品工業株式会社に改称。 
  昭和 24年  5月  東京・大阪両証券取引所に株式を上場。（昭和36年 4月 名古屋証券取引所に上場。) 
  昭和 31年 10月  三洋化学株式会社を吸収合併。名古屋工場発足。 
  昭和 37年 11月  台北市に台湾藤沢薬品工業股イ分有限公司を設立。 
  昭和 39年  4月  大阪工場敷地内に中央研究所を新築。 
  昭和 41年  4月  静岡県富士市に富士工場を新設。 
  昭和 48年  4月  研究開発センター完成。研究開発部門の統合と研究能力の増強をはかる。 
  昭和 50年  4月  アストラ社（スウェーデン）と合弁で藤沢アストラ株式会社(現 アストラゼネカ株式会社)を設立。 

（平成11年10月 当社保有株式全てをアストラゼネカグループに売却し、合弁関係を解消。） 
  昭和 50年 11月  富山県高岡市に高岡工場を新設。 
  昭和 54年 12月  ロンドン事務所を開設。(平成12年 6月 フジサワ ゲーエムベーハーに機能を移管し閉鎖。) 
  昭和 55年 10月  ファイソンズ社（イギリス）と合弁で藤沢ファイソンズ株式会社を設立。 

（平成13年 2月 当社グループが保有する藤沢ファイソンズ株式全てを藤沢ファイソンズに売却し、
合弁関係を解消。） 

  昭和 56年  8月  米国にスミスクライン社と合弁でフジサワ スミスクライン コーポレーションを設立。 
（昭和62年12月 全額出資子会社に出資比率変更。平成元年12月 フジサワ ファーマシューティカ
ルカンパニーに社名変更。） 

  昭和 57年  6月  セシフ社（フランス）と合弁で藤沢デラグランジェ株式会社(現 藤沢サノフィ・サンテラボ株式
会社)を設立。 

  昭和 58年  3月  筑波研究所竣工。 
  昭和 58年  3月  クリンゲ ファルマ ゲーエムベーハー（ドイツ）に資本参加。 
  昭和 59年  3月  台北市に台藤股イ分有限公司を設立。 
  昭和 60年  1月  米国に当社全額出資のＰＭＰ ファーメンテーション プロダクツ インコーポレイティドを設立。 
  昭和 60年  1月  ライフォメッド インコーポレイティド（米国）に資本参加。（平成元年10月 友好的な買収に成功。） 
  昭和 60年 10月  欧州における開発拠点、クリニカル リサーチ センターをロンドンに開設。 
  昭和 62年  3月  アムステルダム市にフジサワ オランダ ビーヴィを設立。 
  昭和 63年 10月  東京本社発足、大阪本社とともに２本社制施行。 
  平成 元年  9月  韓国に合弁会社韓国フジサワ薬品株式会社を設立。 

（平成10年 3月 全額出資子会社に出資比率変更。） 
  平成  元年11月  米国に持株会社フジサワ ユーエスエー インコーポレイティドを設立。 

（平成 2年 4月 フジサワ ホールディング カンパニーに社名変更。） 
  平成  2年  4月  フジサワ ファーマシューティカル カンパニーとライフォメッド インコーポレイティドを合併し

フジサワ ユーエスエー インクを設立。 
  平成  2年  9月  フジサワ アイルランド リミテッドを設立。 
  平成  3年 10月  ドイツにフジサワ ヨーロッパ ゲーエムベーハーを設立。 
  平成  3年 11月  ドイツにフジサワ ゲーエムベーハーを設立。 
  平成  4年  1月  富山工場竣工。 
  平成  6年  1月  創業 100周年。 
  平成  6年  7月  台湾の２社（台湾藤沢薬品工業股イ分有限公司、台藤股イ分有限公司）を合併させ、新会社（台

湾藤沢薬品工業股イ分有限公司）を設立。 
  平成  7年 10月  香港に香港藤沢薬品有限公司を設立。 
  平成  8年  9月  米国にフジサワ リサーチ インスティチュート オブ アメリカ インクを設立。 
  平成 10年  3月  米国事業の再編成を決定。 
  平成 10年  4月 米国にフジサワ ヘルスケア インクを設立。 
  平成 10年  6月 フジサワ ユーエスエー インクのジェネリック事業・新薬事業を各々売却し、新薬事業はフジサ

ワ ヘルスケア インクが取得。 
  平成 10年 12月 フジサワ ユーエスエー インク及びフジサワ ホールディング カンパニーを清算。 
  平成 11年  9月 米国にフジサワ インベストメンツ フォー アントレプレナーシップ,L.P.を設立。 
  平成 13年 10月 フジサワ ヨーロッパ ゲーエムベーハーとフジサワ ゲーエムベーハーとの合併手続が終了し、存

続会社フジサワ ヨーロッパ ゲーエムベーハーの商号をフジサワ ゲーエムベーハーに変更。 
  平成 14年  1月 フジサワ ゲーエムベーハーがクリンゲ ファルマ ゲーエムベーハーを100%子会社化し、クリンゲ 

ファルマ ゲーエムベーハーの商号をフジサワ ドイッチラント ゲーエムベーハーに変更。 
平成 14年  9月 工場の分社をはじめとする国内事業基盤強化策の実施を決定。 
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3 【事業の内容】 

当社グループは、当社と連結子会社47社及び持分法適用関連会社7社の計55社で構成されております。 

当社グループが営んでいる主な事業内容と当社グループを構成している各会社の当該事業に係る位置付けの概要

及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 
 
〔医薬品事業〕 

（国内）  当社と子会社であるホシエヌ製薬㈱、及び関連会社である藤沢サノフィ・サンテラボ㈱が製造、仕入
した医薬品を当社が特約店を通じ全国の病医院、薬局等へ販売しております。これらの特約店として
関連会社大一薬品㈱があります。 

（海外）  北米では、子会社であるフジサワ ヘルスケア インク及びその子会社３社が医薬品の製造、販売を行
っており、当社との間で相互に製品の一部を供給し、また当社が原料の一部を供給しております。ま
た、連結子会社フジサワ リサーチ インスティチュート オブ アメリカ インクが当社及びフジサワ 
ヘルスケア インクの委託を受けて医薬品の研究・開発を行っている他、子会社２社があります。 
 欧州では、子会社であるフジサワ アイルランド リミテッド、フジサワ ゲーエムベーハー及びその
子会社５社、フジサワ ドイッチラント ゲーエムベーハー及びその子会社６社が医薬品の製造あるい
は販売を行っており、製品の一部を当社他に供給し、また当社との間で相互に原料の一部を供給して
おります。また、子会社であるフジサワ オランダ ビーヴィが資金調達、運用を行っている他、フジ
サワ ゲーエムベーハー等に出資しております。 
 アジア地域では、子会社である台湾藤沢薬品工業股イ分有限公司及びその子会社１社、韓国藤沢薬
品㈱が医薬品の製造・販売を行っており当社が製品及び原料の一部を供給している他、関連会社２社
があります。 

 
〔その他事業〕 
 
（産業向製品）    当社と子会社であるセラケム㈱及び大三工業㈱、関連会社である㈱フローリックが、製造

あるいは仕入した工業薬品・建設用資材、食品添加物等を販売しております。子会社である
ＰＭＰファーメンテーション プロダクツ インコーポレイティドは米国で工業薬品の製造、
販売を行っており、当社との間で相互に製品の一部を供給しております。 

（医療関連製品）  当社が研究用試薬及び臨床検査用試薬の仕入及び販売を行っております。 

（在宅医療事業）  当社と子会社である藤沢ホームケア㈱で在宅酸素療法、在宅輸液療法のための製品のレン
タルサービス及び調剤を行っております。 

（その他）  子会社である㈱ＦＭＳが医療事務機器の販売、藤沢物流サービス㈱が医薬品等の運送取扱
業を行っている他、㈱診療新社他子会社14社、信和ビルディング㈱他関連会社１社は出版業、
保険代理業等の業務を営んでおります。 

 

子会社及び関連会社の会社数の内訳は以下のとおりです。 
 連結子会社 持分法適用関連会社 
 国内 北米 欧州 アジア 小計 国内 アジア 小計 

合計 

医薬品事業 1 7 15 3 26 2 2 4 30 

その他事業 20 1   21 3  3 24 

計 21 8 15 3 47 5 2 7 54 
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  医薬品事業                            医薬品事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◎連結子会社 47 社 海外 26 社 国内 21 社 
★持分法適用関連会社 7 社 海外 2 社 国内 5 社  

国 内 海 外 
事業の系統図は次のとおりであります。 

製品の供給 

原料の供給 

製品の供給 

原料の供給 

製品の供給 

原料の供給 

原料の供給 

製品の供給 

製品の供給 

その他 

原料の供給 

製品の供給 

その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

藤 

沢 

薬 

品 

工 

業

株

式

会

社 

製造･販売 

◎ホシエヌ製薬（株） 

販売 
★藤沢サノフィ・サンテラボ（株） 

★大一薬品（株） 

製造・販売 
◎セラケム(株) 

◎大三工業(株) 

★(株)フローリック 

その他事業(在宅医療事業) 

その他 
◎藤沢ホームケア(株) 

その他事業(その他) 

◎藤沢物流サービス(株) 

◎(株)ＦＭＳ 

◎(株)診療新社 

◎その他連結子会社 14 社 

★信和ビルデｨング(株) 

★その他持分法適用関連会社１社 

製造･販売 

◎フジサワ ヘルスケア インク 他 3 社 

製造･販売 

◎PMP ファーメンテーション プロダクツ 

インコーポレイティド 

その他事業(産業向製品) 

製造･販売 

◎フジサワ ゲーエムベーハー 他 5 社 

◎台湾藤沢薬品工業股イ分有限公司 

他 1 社 

◎韓国藤沢薬品（株） 

その他 

◎フジサワ リサーチ インスティチュート 

オブ アメリカ インク 

◎フジサワ オランダ ビーヴィ 

◎その他連結子会社 2 社 

★その他持分法適用関連会社 2社 

その他 

その他事業(産業向製品) 

製造･販売 

◎フジサワ ドイッチラント ゲーエムベー

ハー 他6社 

製造 

◎フジサワ アイルランド リミテッド 

製品の供給 

製品の供給 

原料の供給 
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4 【関係会社の状況】 
 
 

議決権の所有 
(被所有)割合 

名称 住所 
資本金 
又は 
出資金 

主要な 
事業の内容 所有割合 

(％) 

被所有 
割合 
(％) 

関係内容 摘要 

(連結子会社) 
フジサワ 
ヘルスケア 
インク 

アメリカ 
千米ドル 

1 
医薬品事業 

(医療用医薬品) 
100.0 ― 

 
当社との間で相互に医薬品を供給して
おり、同社へ原料を供給しております。 
役員の兼任等…有 

 
 
※1 
 

フジサワ リサーチ 
インスティチュート 
オブ アメリカ インク 

アメリカ 
千米ドル 

1 
医薬品事業 

(医療用医薬品) 
100.0 ― 

当社が医薬品の研究、開発を委託
しております。 
役員の兼任等…有 

 

フジサワ 
オランダ 
ビーヴィ 

オランダ 
千ユーロ 
6,112 

医薬品事業 
(医療用医薬品) 

100.0 ― 
同社の借入金に対して当社が債務
保証を行っております。 
役員の兼任等…有 

 

フジサワ 
アイルランド 
リミテッド 

アイルランド 
千ユーロ 
2,138 

医薬品事業 
(医療用医薬品) 

100.0 
（100.0） 

― 

当社が医薬品原料を供給しており、当
社及びフジサワ ゲーエムベーハー
他に製品を供給しております。 
役員の兼任等…有 

 

フジサワ 
ゲーエムベーハー 

ドイツ 
千ユーロ 
14,000 

医薬品事業 
(医療用医薬品) 

100.0 
（100.0） 

― 

当社が医薬品原料を供給しており
ます。また、当社から借入をしてお
ります。 
役員の兼任等…有 

 

フジサワ 
ドイッチラント 
ゲーエムベーハー 

ドイツ 
千ユーロ 
10,000 

医薬品事業 
(医療用医薬品) 

100.0 
（100.0） 

― 
当社との間で相互に医薬品原料を
供給しております。 
役員の兼任等…有 

 

台湾藤沢薬品工業 
股イ分有限公司 

台湾 
千台湾元 
300,000 

医薬品事業 
(医療用医薬品) 

80.1 ― 
当社が医薬品及び原料を供給して
おります。 
役員の兼任等…有 

 

韓国藤沢薬品（株） 韓国 
百万ウォン 

4,700 
医薬品事業 

(医療用医薬品) 
100.0 ― 

当社が医薬品を供給しております。
役員の兼任等…有 

 

PMP ファーメンテーシ
ョン プロダクツ イン
コーポレイティド 

アメリカ 
千米ドル 

3 
その他事業 
(産業向製品) 

100.0 ― 
当社との間で相互に産業向製品を
供給しております。 
役員の兼任等…有 

 

ホシエヌ製薬（株） 大阪市中央区 
百万円 
75 

医薬品事業 
(一般用医薬品) 

81.3 ― 
当社が医薬品を仕入しており、同社へ
原料を供給しております。 
役員の兼任等…有 

 

セラケム（株） 
広島県世羅郡 
世羅町 

百万円 
80 

その他事業 
(産業向製品) 

100.0 ― 
当社が産業向製品を仕入しております。
また、当社から借入をしております。 
役員の兼任等…有 

 

大三工業（株） 東京都品川区 
百万円 
51 

その他事業 
(産業向製品) 

50.1 ― 

当社が産業向製品を仕入してお
り、同社へ原料等を供給しており
ます。 
役員の兼任等…有 

 

（株）ＦＭＳ 大阪市中央区 
百万円 
96 

その他事業 
(その他) 

100.0 ― 
当社が情報処理システムの開発・
運用を委託しております。 
役員の兼任等…有 

 
※2 

藤沢物流 
サービス（株） 

大阪市淀川区 
百万円 
50 

その他事業 
(その他) 

100.0 ― 
当社の医薬品等の保管、荷造、運
送取扱を行っております。 
役員の兼任等…有 

 

その他 33 社        
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議決権の所有 
(被所有)割合 

名称 住所 
資本金 
又は 
出資金 

主要な 
事業の内容 所有割合 

(％) 

被所有 
割合 
(％) 

関係内容 摘要 

(持分法適用関連会社) 
 
藤沢サノフィ・ 
サンテラボ（株） 

東京都港区 
百万円 
50 

医薬品事業 
(医療用医薬品) 

49.0 ― 
当社が同社から医療用医薬品を仕
入、販売をしております。 
役員の兼任等…有 

 

(株)フローリック 東京都豊島区 
百万円 
172 

その他事業 
(産業向製品) 

34.0 ― 
当社がコンクリート混和剤の原料
を供給しております。 
役員の兼任等…有 

 
※3 
 

その他 5 社        

 
(注) 1. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 
 2. 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 
 3. ※1…フジサワ ヘルスケア インクについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上

高に占める割合が 10％を超えております。 
   主要な損益情報等 （1）売上高 101,003 百万円 
    （2）経常利益 29,131  
    （3）当期純利益 17,777  
    （4）純資産額 63,525  
    （5）総資産額 88,844  
 4. ※2…(株)ＦＭＳは、藤沢メディカルシステム（株）が平成14年11月１日付で商号を変更したものであります。 
 5. ※3…(株)フローリックは、（株）サンフローパリックが平成14年10月１日付で商号を変更したものであります。 
 
 
5 【従業員の状況】 
 
(1) 連結会社の状況 

 (平成 15 年 3 月 31 日現在) 
事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

医薬品事業 6,703 
その他事業 1,385 
全社（共通） 242 
合計 8,330 

(注)1.従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向
者を含む。)であります。 
2.全社(共通)として記載されている従業員数は、提出会社の管理部門に所属しているものであります。 

 
(2) 提出会社の状況 

 (平成 15 年 3 月 31 日現在) 
従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

4,640 41.8 19.0 8,875,685 
(注)1.従業員数は就業人員数(提出会社から提出会社外への出向者を除き、提出会社外から提出会社への出向者を含

む。)であります。 
2.平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

 
(3) 労働組合の状況 
当社の労働組合は、藤沢薬品労働組合と称し、上部団体として日本化学産業労働組合連盟に加盟しております。
平成 15 年３月 31 日現在の組合員数は 3,075 名で、労使関係は良好に推移しております。 
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第２ 【事業の状況】 
 
1 【業績等の概要】 
（1） 業績 
 
［連結経営成績］ 
売上高 3,820 億 79 百万円 前期比 407 億 22 百万円増 （11.9%増） 
営業利益 621 億 43 百万円 前期比 152 億 90 百万円増 （32.6%増） 
経常利益 615 億 03 百万円 前期比 128 億 59 百万円増 （26.4%増） 
当期純利益 286 億 35 百万円 前期比 24 億 84 百万円増 （ 9.5%増） 
売上高 
・日本では、主力の医療用医薬品が、導入品の売上増や新製品の寄与により、順調に拡大しました。また、輸出も伸
びましたので、産業向製品や一般用医薬品が減少しましたが、全体として売上高は大きく増収となりました。 
・海外におきましては、米国子会社「フジサワ ヘルスケア インク」の売上高が、免疫抑制剤「プログラフ」、心機
能検査補助剤「アデノスキャン」、アトピー性皮膚炎治療剤「プロトピック」の主力３製品が伸長したことにより
大きく増加しました。欧州子会社「フジサワ ゲーエムベーハー」の売上高も「プログラフ」を中心として増加し、
各国で新発売になった「プロトピック」の寄与もありました。また、為替は特にユーロに対して円安となりました
ので、売上高は更に拡大しました。 
以上の結果、前期と比較して、大幅な増収となりました。 
営業利益 
・売上高の大幅な増収に伴い、売上総利益も大きく増加しました。販売費及び一般管理費（研究開発費を含む）が約
101 億円伸びたものの、大きく増益となりました。 
・所在地別にみると、日本、北米、その他のいずれも営業利益は伸びましたが、欧州では減益となりました。 
・研究開発費は、624 億 25 百万円と前期と比較して約 53 億円増加しましたが、売上高の増加により、対売上高比率
は 16.3%と減少しました。 
以上の結果、前期と比較して大幅な増益となりました。 
経常利益 
・営業外損益は、株式市場の低迷による当社での金融収支の悪化などにより、差し引きの利益は減少しましたが、営
業利益の増益幅が大きく、経常利益は前期と比較して大幅な増益となりました。 
当期純利益 
・特別利益としては、当社子会社「フジサワ ドイッチラント ゲーエムベーハー」の抗癌剤事業子会社の売却益約 47
億円を計上しました。 
・一方、特別損失として、国内事業基盤強化策の実施に伴う費用 147 億円と投資有価証券評価損約 68 億円などの合
計約 215 億円を計上しました。その結果、差引きの特別損益は、前期と比較して約 152 億円悪化し、経常利益の増
益幅約 129 億円を上回りましたが、法人税等や法人税等調整額の合計額が約 47 億円減少しましたので、前期と比
較して増益となりました。 
・株主資本当期利益率（ROE）は 8.8%と前期並になりました。 
 
セグメント情報 
 
事業の種類別セグメント 
・医薬品事業においては、外部顧客に対する売上高は 3,534 億 41 百万円（前期比 13.7%増）と増加し、営業利益は消
去又は全社調整前で 624 億 80 百万円（前期比 30.8%増）と増加しました。 
・その他事業では、外部顧客に対する売上高は 286 億 37 百万円（前期比 6.0%減）と減少しました。営業利益は消去
又は全社調整前で 4億 74 百万円の赤字となりました。 

 
[医薬品事業] 
・医療用医薬品では、日本市場におきましては、統合失調症治療剤「セロクエル」、入眠剤「マイスリー」、「プログ
ラフ」の売上が増加し、また、前期から販売を行うようになった注射用抗生物質「タゴシッド」の売上に加え、平
成 14 年 12 月に新発売した深在性真菌症治療剤「ファンガード」の寄与もありました。一方、降圧剤「ニバジール」、
経口用セフェム系製剤「セフゾン」、アレルギー用薬「インタール」は競合の影響を受けて減少しましたが、前期
に比べて日本の売上高は増加しました。 
海外では、米国及び欧州において、「プログラフ」が拡大しました。米国では、「アデノスキャン」、「プロトピック」
の販売増がありました。その結果、外部顧客に対する売上高は 3,415 億 64 百万円（前期比 14.8%増）と増加しまし
た。 

・一般用医薬品では、日本市場において、薬用歯磨き「クリーンデンタル」は堅調に推移しましたが、総合感冒薬「プ
レコール」、ビタミン剤「ノイビタ」等が減少しましたので、外部顧客に対する売上高は 118 億 77 百万円（前期比
10.5%減）と減少しました。 
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[その他事業] 
・医療関連製品は、研究用試薬領域において、「BD ファーミンジェン試薬」が順調に伸長しましたので、外部顧客に
対する売上高は 34 億 31 百万円（前期比 8.9%増）と増加しました。 
・産業向製品では、米国化成品事業の売上の減少などにより、外部顧客に対する売上高は 146 億 76 百万円（前期比
11.0%減）と減少しました。 
・在宅医療事業は、人工呼吸療法分野については順調に売上を拡大しましたが、在宅酸素療法（HOT）事業について
は、診療報酬引下げの影響などにより売上が低迷し、外部顧客に対する売上高は 67 億 84 百万円（前期比 0.9%減）
と前期並になりました。 

 
所在地別セグメント 
・日本での外部顧客への売上高は 2,219 億 92 百万円（前期比 7.1%増）と増収になりました。営業利益は、主力の医
薬品事業が伸び、輸出がさらに増加したことから、消去又は全社調整前で 354 億 85 百万円（前期比 78.4%増）と大
きく増益になりました。 
・北米での外部顧客への売上高は、「プログラフ」、「アデノスキャン」、「プロトピック」の増加により、1,025 億 24
百万円（前期比 14.6%増）と増収、営業利益は消去又は全社調整前で 265 億 56 百万円（前期比 18.7%増）と増益に
なりました。 

・欧州での外部顧客への売上高は、「プログラフ」が大きく伸び、また、「プロトピック」も発売され、売上が増加し
ましたので、489 億 28 百万円（前期比 25.4%増）と増収になりました。営業利益は消去又は全社調整前で 52 億 89
百万円（前期比 7.0%減）と減益になりました。 
・その他地域での外部顧客への売上高は 86 億 33 百万円（前期比 56.2%増）と増収、営業利益は消去又は全社調整前
で 10 億 17 百万円（前期比 47.6%増）と増益になりました。 
 
（2）キャッシュ・フローの状況 
営業活動によるキャッシュ・フロー 
・当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、569 億 32 百万円（前期比 217 億 18 百万円増、61.7%増）となりま
した。税金等調整前当期純利益は 446 億 90 百万円と前期を若干下回りましたが、当期に支出されない国内事業
基盤強化策実施費用 147 億円や投資有価証券評価損 68 億 29 百万円などにより、営業活動によるキャッシュ・フ
ローは、前期に比べて大幅な増加となりました。 
投資活動によるキャッシュ・フロー 
・当期は、設備投資額が前期と比較して減少したため、固定資産の取得による支出は170億25百万円と大きく減少しまし
た。しかしながら、有価証券が増加し、投資有価証券の売却による収入が前期に比べて大幅に減少したことにより、当
期の投資活動によるキャッシュ・フローは、286億3百万円の支出（前期比252億65百万円増、756.9%増）となりまし
た。 
財務活動によるキャッシュ・フロー 
・当期の借入金の減少は、短期・長期合わせて 19 億 46 百万円となりました。 
・配当金については、当期59億41百万円の支出と、前期よりも20億34百万円増加しました。 
以上の結果、当期の財務活動によるキャッシュ・フローは 89 億 19 百万円の支出（前期比 54 億 49 百万円減、37.9%
減）となりました。 
 
これらの結果、現金及び現金同等物は、期首残高よりも 178 億 32 百万円増加し、現金及び現金同等物の期末残高
は 691 億 40 百万円となりました。 
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2 【生産、受注及び販売の状況】 
(1)生産実績 
① 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

区分 金額（百万円） 構成比(%) 
対 前期

増減率(%) 

 

医療用医薬品 

 

200,439 

 

92.8 

 

6.9 

一般用医薬品 5,114 2.4 △8.6 

医薬品事業 

セグメント 

小計 205,554 95.2 6.4 

その他事業 

セグメント 
産業向製品 10,439 4.8 △11.6 

合計 215,994      100 5.4 

（注）金額は、販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

 

② 商品仕入実績 

当連結会計年度における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

区分 金額（百万円） 構成比(%) 
対 前期

増減率(%) 

 

医療用医薬品 

 

59,762 

 

86.4 

 

10.8 

一般用医薬品 2,233 3.2 △25.2 

医薬品事業 

セグメント 

小計 61,996 89.6 8.9 

医療関連製品 1,937 2.8 1.7 

産業向製品 3,199 4.6 3.5 

在宅医療事業 146 0.2 △24.1 

その他 1,895 2.7 1.0 

その他事業 

セグメント 

小計 7,179 10.4 1.6 

合計 69,176      100 8.1 

（注）金額は、実際仕入額によっており、消費税等は含まれておりません。 

 

(2)受注状況 

当社グループでは、受注生産は行わず、すべて見込生産によっております。 
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(3)販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

区分 金額（百万円） 構成比(%) 
対 前期 

増減率(%) 

 

医療用医薬品 

 

341,564 

 

89.4 

 

14.8 

一般用医薬品 11,877 3.1 △10.5 

医薬品事業 

セグメント 

小計 353,441 92.5 13.7 

医療関連製品 3,431 0.9 8.9 

産業向製品 14,676 3.8 △11.0 

在宅医療事業 6,784 1.8 △0.9 

その他 3,744 1.0 △6.1 

その他事業 

セグメント 

小計 28,637 7.5 △6.0 

合計 382,079      100 11.9 

 

（注）１. 金額は、外部顧客に対する売上高を表示しており、消費税等は含まれておりません。 
２. 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、当連結会計年度並びに前連結会計年度において、
総販売実績に対する割合が 10％以上の相手先がないため、記載を省略しております。 

 

 
3 【対処すべき課題】 

先進諸国を中心に医療費抑制策が推進されるなど、世界規模での新薬開発・販売競争がますます激しさを増しており
ます。日本においても高齢化などの進展により、膨張を続ける医療費を抑制するために、被用者保険に加入するサラリー
マンなど本人の患者負担についても平成15年４月から３割に引き上げられました。医療用医薬品の薬価基準については、
平成14年４月より、長期収載品の追加引下げを含め、業界平均 6.3%の引き下げが実施され、薬剤費（既存品）の一層の
削減が進められております。 

こうした厳しい情勢のなかで、当社は、引き続いて「製品ラインの強化」、「国内外の事業基盤の強化」を積極的に行
う一方で、これら重点施策への経営資源の配分を可能にするために、事業の効率化・コスト削減を基本方針とした経営改
革に取り組んでおります。また、当社は、グループ全体の企業価値を高めるために、グループ経営体制の構築を積極的に
進めており、グループ全体を統括する「コーポレート本社」と研究、開発、生産の機能別「グローバル本部」からなる「グ
ローバル本社」を平成15年４月に新たに設置しました。 
 

＊研究開発への積極投資 

当社は革新的な新製品を早期に開発し、グローバルに提供していくことが最も重要な経営課題であると考えています。

このことを可能にするために、以下の施策を実施しています。 

・ポストゲノム研究への投資を含め、さらに積極的な研究開発費の投入を継続します。 

・平成 15 年４月に新設したグローバル研究本部のもとに、国内外に拡張された研究ネットワークの積極的な活用を図

りながら、キーワードとして「選択と集中」に「継続」を加え、創薬活動のスピードアップを実現します。 

・平成 15 年４月に新設したグローバル開発本部のもと、日米欧を中心とした開発担当者が密接に連携し、開発をグロ

ーバルベースで強力に推進していきます。 

 

＊国内医療用医薬品事業の強化 

国内医療用医薬品市場において平成 15 年３月の当社の市場シェアは 2.9%ですが、本年は 3％のシェアを確保するため

に、以下の施策を実行します。 

・東京支店並びに大阪支店の営業所に対するマネジメント体制を強化し、最大市場での顧客対応を更に充実させるため、

両支店を細分化し、全社 11 支店体制に変更しました。 

・現在、約 1,100 名のＭＲ（医薬情報担当者）を増員し、平成 16 年３月期中に 1,150 名体制を目指します。 

・国内事業基盤を強化するために、精神科領域の製品ラインナップが充実してきたことに伴い、向精神薬担当マネジャ

ーの更なる強化を図ります。また、感染症領域においても適正使用を中心としたプロモーションを強化します。 

・営業支援体制を強化するとともに、情報技術を活用したＭＲ活動の一層の充実を図ります。また、製品価値を高める

ような薬剤選択の根拠となる情報を創造し、それを活用することによって、引き続き営業力の強化を図っていきます。 
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＊グローバル事業展開の推進 

当社は、前述したグローバル経営体制のもと、欧米にある開発・販売拠点を最大限に活かし、グローバル事業展開の推

進に向けて以下の施策を実施します。 

・米国ビジネスは、「フジサワ ヘルスケア インク」を核に、移植領域、皮膚科領域、循環器領域、感染症領域のコア

戦略領域での取組みを強化するとともに、研究開発への積極投資と製品導入により、一層の事業の拡大を図ります。 

・欧州ビジネスについては、再編した欧州子会社の新事業体制のもと、今後さらに移植領域、皮膚科領域、感染症領域

での事業拡大を進めます。 

 

＊医療用医薬品以外の事業方針 

医療用医薬品以外の事業については、以下のような事業方針で進めていきます。 

・一般用医薬品 :国内市場で上位 10 位以内入りを目指した体質強化 

・医療関連製品 :研究用試薬ビジネスの拡大とポストゲノムを視野に入れた長期的基盤の整備 

・産業向製品 :分社化以外の戦略代替案の検討と実施 

・在宅医療事業 :在宅酸素療法事業の基盤強化と製品ラインアップの充実 

 

＊その他の施策 

中長期的な持続的成長を確保するためには、競争力と収益力をさらに向上させる必要があります。中でも、「国内事業

基盤の強化」は、早期に取り組むべき経営課題であることから、当社は全社的に事業と機能の再構築を強力に推進して

おり、上記の施策に加え、以下の具体的な施策を実施しつつあります。 

・スタッフ部門の統合・再編、並びにスタッフ系子会社の設立と強化を通じ、スタッフ部門業務の効率性向上を推進し

ています。 

・今後開発プロジェクトの増加により、研究部門では、治験薬製造業務が増大していくとともに、創製された新規化合

物の製造ノウハウ開発、処方設計や分析法確立などの研究業務量の増大が見込まれています。このような状況に対応

するため、当社は、平成 15 年４月１日付けで、治験薬製造業務に特化した「藤沢クリニカルサプライ株式会社」を

設立しました。 
 ・当社は、平成 15 年 10 月１日をもって、国内の医薬品４工場について、富山工場、高岡工場及び大阪工場を一括りで
新たに設立する「富山フジサワ株式会社」に、また、富士工場を同じく新設の「静岡フジサワ株式会社」に分社（分
割）いたします。 

 ・藤沢グループとしての競争力と収益力の向上を実現するために、それぞれのグループ会社において従業員の一体化を
図るなど最適なマネジメントを行う必要があることから、当社国内子会社（一部を除く）で勤務する従業員は、平成
15 年４月１日付けで当該子会社へ転籍しました。但し、生産新社に勤務することになる従業員については、新社設立
の平成 15 年 10 月１日付けで転籍することになります。 

 ・上記の一連の施策実施により発生すると見込まれる一定数の要員余剰に対応するため、早期退職者を募集した結果、
190 名の従業員が応募し、平成 15 年３月 31 日付けで退職しました。 
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契約会社名 相手先 国名 技術の内容 対価の支払 契約期間 

台湾藤沢薬品工業

股イ分有限公司 

(連結子会社) 

アストラゼネカ 
タイワン社 

台湾 
キシロカイン軟膏に関する
技術 

一定料率のロイヤルティ 
1995.4～ 2005.3 

 
（２）技術輸出契約 
 
契約会社名 相手先 国 名 技術の内容 対価の受取 契約期間 

セファゾリンナトリウム
の製造に関する技術 

一定料率のロイヤルティ 
1993.1～ 
販売終了日 藤沢薬品工業(株) 

(当社) 
ファルマシア イタリア社 イタリア 

セフティゾキシムナトリ
ウムの製造に関する技術 

一定料率のロイヤルティ 
1982.12 ～ 
販売終了日 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

ロシュ 
ディアグノスティクス社 

ドイツ 
第２世代 tPA をカバーす
る特許 

一定料率のロイヤルティ 
1998.3～ 
最長特許満了日 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

グラクソスミスクライン 
カナダ社 

カナダ 
セフティゾキシムナトリ
ウムの製造に関する技術 

一定料率のロイヤルティ 
1984.10 ～ 
販売終了日 

セフティゾキシムナトリ
ウムの製造に関する技術 

一定料率のロイヤルティ 
1985.1～ 
発売日から15年 
経過日 藤沢薬品工業(株) 

(当社) 
アベンティス ファルマ社 フランス 

セフィキシムの製造に関
する技術 

一定料率のロイヤルティ 
1985.12 ～ 
発売日から15年 
経過日 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

アベンティス ファルマ社 カナダ 
セフィキシムの製造に関
する技術 

一定料率のロイヤルティ 
1998.1 ～ 
発売日から15年 
経過日 

セフィキシムの製造に関
する技術 

一定料率のロイヤルティ 
1986.2～ 
発売日から15年 
経過日 藤沢薬品工業(株) 

(当社) 
ヤマノウチ ヨーロッパ社 オランダ 

セフティゾキシムナトリ
ウムの製造に関する技術 

一定料率のロイヤルティ 
1990.10 ～ 
発売日から15年 
経過日 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

メルク社 ドイツ 
セフィキシムの製造に関
する技術 

一定料率のロイヤルティ 
1985.4～ 
販売終了日 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

メナリーニ社 イタリア 
セフィキシムの製造に関
する技術 

一定料率のロイヤルティ 
1986.2～ 
発売日から15年 
経過日 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

メナリーニ社 
ルクセン 
ブルク 

ニルバジピンの製造に関
する技術 

一定料率のロイヤルティ 
1999.4～2010.12 
 

血中濃度測定用試薬のた
めの免疫抑制剤(FK506)の
製造に関する技術 

一定料率のロイヤルティ 
1989.4～ 
最長特許満了日 
 藤沢薬品工業(株) 

(当社) 
アボット ラボラトリーズ社 アメリカ 

セフジニールの製造に関
する技術 

一定料率のロイヤルティ 
2000.1～ 
契約製品を販売 
する限り 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

バイエル社 ド イ ツ 駆虫剤の製造に関する技術 
一時金及び一定料率のロイ
ヤルティ 

1998.4～ 
契約製品を販売 
する限り 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

セントコア社 アメリカ 
第2世代tPAをカバーする
特許 

一定料率のロイヤルティ 
1998.3～ 
最長特許満了日 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

アボット社 ドイツ 
ゾテピンの製造に関する
技術 

一定料率のロイヤルティ 
2000.3～ 
発売日から15年 
経過日 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

ジョーメド社 オランダ 
タクロリムスに関する技
術 

一時金及び一定料率のロイ
ヤルティ 

2001.12～ 
発売日から15年 
経過日 
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契約会社名 相手先 国名 技術の内容 対価の支払 契約期間 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

スキャンポ ファーマシ
ューティカルズ インク 

アメリカ 
タクロリムス点眼剤に関
する技術 

一時金及び一定料率のロイ
ヤルティ及び契約製品の購
入 

2002.2～ 
発売日後 15 年経
過日その後2年毎
自動更新 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

ソーリン社 イタリア 
タクロリムスに関する技
術 

一時金及び一定料率のロイ
ヤルティ 

2002.9～ 
発売日から 15 年
経過日 

フジサワ 

ドイッチラント 

ゲーエムベーハー 
(連結子会社) 

トロムスドルフ社 ドイツ ニルバジピンに関する技術 
一時金及び一定料率のロイ
ヤルティ 

1999.1～2013.12 

フジサワ 

ドイッチラント 

ゲーエムベーハー 
(連結子会社) 

ベーリンガーインゲル
ハイムインターナショ
ナル社 

ドイツ 
ヴェノスタシン(静脈瘤治
療剤)に関する技術 

合意価格による契約製品の
販売 

1997.7～2012.12 

 
（３）販売契約 
 
契約会社名 相手先 国名 契約の内容 対価の支払 契約期間 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

セントコア社 アメリカ 
ヒト・マウスキメラ型モノ
クローナル抗体製剤の独
占販売権取得 

一時金及び合意価格によ
る契約製品購入 

1996.8～ 
契約製品を開発 
・拡宣・販売す 
る限り 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

ソルベイ製薬 (株) 日本 
抗うつ剤（マレイン酸フル
ボキサミン）の販売権取得 

一時金、事前拡宣費用分担
金、共同拡宣費及び合意価
格による契約製品購入 

1997.5～ 
契約製品を販売 
する限り 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

帝國製薬 (株) 日本 
活性型ビタミン D3製剤(カ
ルシポトリオール)の販売
権取得 

一時金及び合意価格によ
る契約製品購入 

1998.9～ 
契約製品を販売 
する限り 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

(財)化学及血清療法研究所 日本 
血漿分画剤(生体組織接着
剤)の販売権取得 

合意価格による契約製品
購入 

1991.11～ 
自動更新中 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

(財)化学及血清療法研究所 日本 
人体用ワクチン類の販売権
取得 

合意価格による契約製品
購入 

1996.2～ 
自動更新中 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

北陸製薬 (株) 日本 
腸管機能改善剤(ポリカル
ボフィルカルシウム)販売
権取得 

一時金及び合意価格によ
る契約製品購入 

1995.3～ 
契約製品を販売す
る限り 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

アールテック・ウエノ (株) 日本 
レスキュラ点眼液の独占
販売権取得 

一時金及び合意価格によ
る契約製品購入 

2001.4～2009.3 
その後１年毎自動
更新 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

ファイソンズ社 イギリス 
抗アレルギー剤(クロモグ
リク酸ナトリウム)の販売
権取得 

合意価格による契約製品
購入 

1993.7～2010.12 

藤沢薬品工業(株) 
(当社) 

アベンティスファーマ(株) 日本 
抗 MRSA 剤（テイコプラニ
ン）の販売権取得 

一時金及び合意価格によ
る契約製品購入 

2001.12～2011.12 

台湾藤沢薬品工業 

股イ分有限公司 

(連結子会社) 
アストラゼネカ タイワン社 台湾 

局所麻酔剤(リドカイン)
の販売権取得 

合意価格による契約製品
購入 

1995.4～2005.3 

台湾藤沢薬品工業 

股イ分有限公司 

(連結子会社) 
ファイソンズ社 イギリス 

 抗アレルギー剤(クロモ
グリク酸ナトリウム)の販
売権取得 

合意価格による契約製品
購入 

1993.7～2004.6 

 
（４）合弁関係 
 

相手先 国名 合弁会社名及び所在地 当社グループの出資比率 設立の目的 設立年月 

サノフィ・サンテラボ社 フランス 
藤沢サノフィ・サンテラボ 
株式会社（日本） 

藤沢薬品工業 (株) 
(当社)49% 

サノフィ・サンテラボ社 
製品の販売 

 1982. 6 
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5 【研究開発活動】 
 
当社グループは、引き続き最重点施策として、医療用医薬品の分野を中心に日本及び海外において、積極的な研究開発を展開し

ており、当期の研究開発費は624億25百万円（前期比9.3%増）、対売上高比率は16.3％となりました。うち、医薬品事業に係る

研究開発費は 615 億 31 百万円（前期比 9.8％増）となりました。 

研究活動につきましては、専門領域において強みをもつ企業や研究機関と提携を結ぶなど、国内外で積極的にネットワ

ーク化を推進しております。当期には、天然物由来の醗酵探索について「マーライオン ファーマシューティカルズ社」

（シンガポール）と、新規免疫抑制剤について「ファーマジェネシス社」（米国）と、経口用カルバペネム系抗生物質に

ついて「住友製薬株式会社」と、また、免疫・炎症領域について「タイジェン バイオテクノロジー社」（台湾）と新たに

共同研究契約を締結するなど、新薬創出能力の向上に努めております。 

開発の状況につきましては、自社開発候補品の臨床開発を国内外で活発に進めております。 

「タクロリムス」（一般名）の開発状況では、「肺移植における拒絶反応の抑制」の適応拡大について、日本で平成 14

年 11 月に申請を行い、平成 15 年１月に承認を取得しました。「関節リウマチ治療」の適応拡大につきましては、日本で

平成 14 年 11 月に承認申請を行いました。また、現在米国では第Ⅲ相試験（フェーズⅢ）、欧州では第Ⅱ相試験（フェー

ズⅡ）の段階にあります。「プロトピック」（製品名）に関しましては、米国で平成 14 年 12 月に「100ｇチューブ」の剤

形拡大を申請し、平成 15 年 4 月に承認を取得しました。しかしながら、「フジサワ ゲーエムベーハー」での開発品の充

実を受け、資源配分を見直したことから、欧州における「タクロリムス」の「心移植」について申請は行わないことを決

定しました。日本における「ループス腎炎治療」は、平成 15 年１月にフェーズⅢへ進展しました。欧州におきましては、

「クリーム」と「ゲル」の「乾癬治療」を適応症とするフェーズⅡを開始しました。 

「タクロリムス」で上記以外に、引き続きフェーズⅢ段階にあるものとして「潰瘍性大腸炎治療」（日本）が、フェー

ズⅡ段階には、点眼剤による「春季カタル・通年性アレルギー性結膜炎治療」（日本）並びに「ドライアイ治療」（欧州）

や、クリーム製剤による「アトピー性皮膚炎治療」「乾癬治療」（米国）などがあります。 

深在性真菌症治療剤「ミカファンギン」（一般名）に関しましては、日本において平成 14 年 12 月の薬価収載で本邦３

剤目の画期性加算が認められ、「ファンガード」の製品名で発売しました。更に、現在、小児向けのフェーズⅢを実施し

ています。米国においては平成 15 年 1 月に米国食品医薬品局（ＦＤＡ）から米国の審査状況について通知を受けました。

新薬承認取得に向け、現在ＦＤＡと協議を進めております。欧州においては、欧州連合で平成 15 年 2 月に、スイスで平

成 15 年 4 月にそれぞれ新薬承認申請を行いました。 

アルツハイマー型痴呆症治療剤「ＦＫ９６０」（開発コード）は、米国でのフェーズⅡにおいて安全性に問題はなく、

アルツハイマー型痴呆症に対する有効性を示唆する結果が得られました。しかしながら、フェーズⅢに進む前に有効性確

認のための試験を更に実施し、対象となる患者層をより明確化することが望ましいと判断されました。一方、本化合物の

後継品として現在臨床開発段階にある「ＦＫ９６０類縁体」が、効果の強さや持続時間の長さなどの有効性において「Ｆ

Ｋ９６０」を凌駕する可能性が期待されています。従って、市場性や開発期間などを総合的に判断して、今後「ＦＫ９６

０類縁体」の開発に経営資源を集中することとしました。これに伴い「ＦＫ９６０」のアルツハイマー型痴呆症での開発

は中断することとしました。但し、「ＦＫ９６０」の「統合失調症における認知障害」に対する開発は引き続き継続しま

す。なお、「ＦＫ９６０類縁体」については、フェーズⅡに進展した段階で開発コード名等を公表します。 

その他の開発品の状況としましては、「セロクエル」（製品名）の「５０％細粒」について平成 15 年 3 月に日本で剤型

追加申請を行いました。また、欧州においては東レ株式会社から血液透析患者における掻痒症治療剤「ＴＲＫ－８２０」

（開発コード）を平成 15 年 1 月に導入し、現在申請準備中です。 

上記以外には、フェーズⅡ実施中のものに、日本における PTCA 施行後の急性心虚血性合併症の抑制剤「アブシキシマ

ブ」（一般名）、インスリン非依存性糖尿病治療剤「ＦＫ６１４」（開発コード）、日本たばこ産業株式会社とフェーズⅢよ

り共同開発する「チルマコキシブ」（一般名）、米国における抗癌剤「ＦＫ２２８」（開発コード）、欧州における免疫抑制

剤「ＦＫ７７８」（開発コード）などがあります。いずれも早期の新薬承認取得を目指して、鋭意開発を進めております。 

なお、その他の事業に係る研究開発費は 8億 94 百万円（前期比 16.4％減）となりました。 
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第３ 【設備の状況】 
 
1 【設備投資等の概要】 
当社グループは、医療用医薬品の分野を中心に研究設備、生産設備、営業・厚生設備への投資を継続的に実施しており、

当連結会計年度の設備投資総額(発生ベース)は 135 億 99 百万円となりました。 

医薬品事業に係る設備投資額は、富士工場・富山工場における製剤設備増強ならびに新研修所建設など、総額 125 億 33

百万円となりました。 

また、その他事業に係る設備投資額は、10 億 66 百万円となりました。 

なお、生産能力に重大な影響を及ぼすような重要な設備の除却、売却等はありません。 

 
2 【主要な設備の状況】 
 
（1）提出会社 

帳簿価額（百万円) 
事業所名 
（所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の 
内容 建物及び 

構築物 
機械装置及び 
運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

従業 
員数 
(名) 

大阪工場 
（大阪市淀川区） 

医薬品事業 
医薬品の
製造 

1,302   693 
7 

 (47) 
[0] 

79 2,082 100 

名古屋工場 
（西春日井郡新川町） 

医薬品事業 
その他事業 

医薬品、 
工業薬品
の製造 

1,076 1,175 
1,081 
 (37) 
[2] 

91 3,425 92 

富士工場 
（富士市） 

医薬品事業 
医薬品の
製造 

3,137 5,417 
1,201 

 (110) 
1,033 10,791 390 

高岡工場 
（高岡市） 

医薬品事業 
医薬品の
製造 

5,225 3,734 
1,303 

 (148) 
716 10,979 268 

富山工場 
（富山市） 

医薬品事業 
医薬品の
製造 

8,200 6,422 
2,049 

 (140) 
[0] 

1,416 18,089 143 

加島地区研究所 
（大阪市淀川区） 

医薬品事業 研究業務 10,660  808 
大阪工場 
に含む 

3,618 15,087 686 

筑波地区研究所 
（つくば市） 

医薬品事業 研究業務 1,996 432 
676 

 (36) 
548 3,653 142 

大阪本社 
（大阪市中央区） 

医薬品事業 
その他事業 

総合統括
業務、 
販売業務 

1,881 44 
2,591 
 (49) 
[0] 

2,050 6,567 832 

大阪支店 
（大阪市中央区） 

医薬品事業 販売業務 （大阪本社に含む） 367 

東京本社 
（東京都中央区） 

医薬品事業 
その他事業 

中央にお
ける本社
業務、 
販売業務 

748 3 
2,374 
 (13) 
[0] 

 68 3,194 173 

東京支店 
（東京都中央区） 

医薬品事業 販売業務 （東京本社に含む） 443 

札幌他７支店 
医薬品事業 
その他事業 

販売業務 688 61 
187 

 (13) 
87 1,025 998 

中央他３配送センター 
医薬品事業 
その他事業 

物流業務 1,202 163 
753 

 (16) 
37 2,157 6 

合計   36,121 18,957 
12,226 
 (614) 

[3] 
9,749 77,054 4,640 
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